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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益又

は親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。 

  

回次 

第25期 

第２四半期 

連結累計期間 

第26期 

第２四半期 

連結累計期間 

第25期 

会計期間 
自 平成26年４月１日 

至 平成26年９月30日 

自 平成27年４月１日 

至 平成27年９月30日 

自 平成26年４月１日 

至 平成27年３月31日 

売上高（千円） 30,492,135 28,781,193 64,237,738 

経常利益（千円） 1,406,052 347,884 3,400,028 

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益又は親会社株主に帰属する四半

期純損失（△）（千円） 

674,432 △367,007 1,251,546 

四半期包括利益又は包括利益（千円） 1,030,708 △274,023 2,335,939 

純資産額（千円） 31,053,560 31,321,451 32,355,339 

総資産額（千円） 52,017,966 73,874,135 77,830,780 

１株当たり四半期（当期）純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）（円） 
29.80 △16.42 55.64 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益（円） 
－ － － 

自己資本比率（％） 59.2 42.2 41.3 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
3,878,524 160,272 5,752,847 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△2,696,824 △3,035,130 △24,700,562 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
530,657 26,518 20,814,424 

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円） 
12,318,553 10,234,503 13,028,308 

 

回次 

第25期 

第２四半期 

連結会計期間 

第26期 

第２四半期 

連結会計期間 

会計期間 
自 平成26年７月１日 

至 平成26年９月30日 

自 平成27年７月１日 

至 平成27年９月30日 

１株当たり四半期純利益（円） 24.67 8.59 
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２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社の連結子会社である京宏科技股份有限公司（「Modiotek Co., 

Ltd.」、本社：中華民国新竹市）の子会社３社（非連結子会社）を清算しております。 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

当第２四半期連結累計期間における電子機器業界においては、民生用電子機器の需要は減少したものの、電子

部品・デバイスの需要が増加した結果、電子機器業界全体の市場は前年同期比増という状況で推移いたしまし

た。 

ＡＳＩＣにおいては、主にゲーム機器、デジタルカメラ、事務機器、液晶パネル、通信機器などの各分野にお

ける国内外の有力顧客に向け、顧客の機器・サービスのアプリケーションに最適なソリューションを提供してお

ります。その競争力は、顧客のアプリケーションに関する深い理解と独自のコア技術を基に、アルゴリズム・ア

ーキテクチャの開発から性能・コスト競争力に優れたシステムＬＳＩの開発・供給を、上流の論理設計から下流

の物理設計、製造オペレーション、品質保証に至るまで一貫したサポート体制で提供できることにあります。 

ＡＳＳＰにおいては、国内外の市場環境の変化に適応しつつ、IoT時代の到来により更なる成長を図るため、成

長機器市場の有力グローバル企業に向けたビジネスを立ち上げ、事業ポートフォリオの再構築に取り組んでおり

ます。そのための施策として、IoT分野の製品を中心にプラットフォームを構成する製品の拡充を図るとともに、

成長機器市場における有力グローバル企業とのビジネス関係をさらに拡大するため、グローバルに通用する人材

の育成を図り、事業並びに収益構造の転換を積極的に進めております。 

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、中長期の新たな成長分野として取り組みを進めているＡＳ

ＳＰのSmart Connectivity（DisplayPort）製品及びMEMSタイミングデバイス製品の需要が寄与したものの、これ

までの既存分野であるゲームソフトウェア格納用ＬＳＩ（カスタムメモリ）及び液晶パネル向けＬＳＩの需要が

低下したことにより、売上高は287億８千１百万円（前年同四半期比5.6％減）となりました。また、積極的に投

資を行った海外企業の買収に伴うのれん及び無形固定資産の償却費が16億円発生したことにより、営業利益は１

億円（同94.4％減）、経常利益は３億４千７百万円（同75.3％減）、親会社株主に帰属する四半期純損失は３億

６千７百万円（前年同四半期は６億７千４百万円の利益）となりました。 

なお、第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。 

当社グループは単一の事業セグメントであるため、セグメント情報に関連付けた記載を行っておりません。 

  

(2) 財政状態の変動状況 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は738億７千４百万円（前連結会計年度比39億５千６百万円の減

少）となりました。主要な項目を前連結会計年度と比較すると、現金及び預金が28億３千８百万円、受取手形及

び売掛金が４億４千万円、のれんが７億２千３百万円それぞれ減少しております。 

負債合計は425億５千２百万円（同29億２千２百万円の減少）となりました。主要な項目を前連結会計年度と比

較すると、支払手形及び買掛金が10億４千７百万円、長期借入金が20億円それぞれ増加した一方で、１年内返済

予定の長期借入金が14億１千６百万円、流動負債のその他が43億７千７百万円それぞれ減少しております。 

純資産は313億２千１百万円（同10億３千３百万円の減少）となりました。この結果、自己資本比率は42.2％

（同0.9ポイントの上昇）となりました。 
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(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、102億３千４百万円と

なり、前連結会計年度に比べ27億９千３百万円の減少（前年同四半期は18億７千７百万円の増加）となりまし

た。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、１億６千万円の資金の獲得（前年同四半期は38億７千８百万円の資金

の獲得）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益が３億７千４百万円（前年同四半期比73.0％

減）となり、減価償却費が10億５千１百万円、のれん償却額が10億６百万円、仕入債務が11億９千９百万円の増

加となった一方で、その他の負債が32億８千１百万円の減少となったことによるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、30億３千５百万円の資金の使用（前年同四半期は26億９千６百万円の

資金の使用）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が５億５千４百万円、無形固定資産の

取得による支出が８億８千６百万円、長期前払費用の取得による支出が11億６千４百万円あったことによるもの

であります。この結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合算したフ

リー・キャッシュ・フローは、28億７千４百万円の資金の使用（前年同四半期は11億８千１百万円の資金の獲

得）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、２千６百万円の資金の獲得（前年同四半期は５億３千万円の資金の獲

得）となりました。これは主に、長期借入による収入が30億円あった一方で、長期借入金の返済による支出が24

億１千６百万円あったことによるものであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

① 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

② 株式会社の支配に関する基本方針は定めておりませんが、買収防衛策や濫用的買収者から株主の皆様の利益

を守ることは会社の経営上重要な事項として認識しており、最近の企業買収動向について常時情報を収集して

おります。 

  

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、30億５千４百万円となっております。 

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 
 

種類 

第２四半期会計期間末 

現在発行数（株） 

（平成27年９月30日） 

提出日現在発行数(株) 

（平成27年11月11日） 

上場金融商品取引所 

名又は登録認可金融 

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 24,038,400 24,038,400 
東京証券取引所 

市場第一部 
単元株式数100株 

計 24,038,400 24,038,400 － － 
 

年月日 

発行済株式

総数増減数

(株) 

発行済株式総

数残高（株）

資本金増減

額（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金

増 減 額（千

円） 

資本準備金残

高(千円) 

平成27年７月１日～ 

平成27年９月30日 
－ 24,038,400 － 4,840,313 － 6,181,300 
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(6) 【大株主の状況】 

(注)１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託

口）957千株及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）454千株であります。 

２．平成23年２月４日に提出されました大量保有の変更報告書によりますと、松岡茂樹氏が共同保有者として保

有する株式数は松岡明子氏名義となっている42千株であります。 

  

 

    平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

株式会社メガチップス 大阪市淀川区宮原１－１－１ 1,689 7.03 

有限会社シンドウ 大阪府豊中市待兼山町15－16 1,239 5.16 

株式会社シンドウ・アンド・アソシエ

イツ 
大阪府豊中市待兼山町15－16 1,239 5.16 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 957 3.98 

松岡茂樹 大阪府吹田市 810 3.37 

進藤晶弘 大阪府豊中市 718 2.99 

進藤律子 大阪府豊中市 702 2.92 

STATE STREET BANK AND TRUST  

COMPANY 505223 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決

済営業部） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS  

02101 U.S.A. 

（東京都中央区月島４－16－13） 

552 2.30 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 487 2.03 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口） 
東京都港区浜松町２－１１－３ 454 1.89 

計 － 8,852 36.83 
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(7) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

 

      平成27年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,689,400 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,337,200 223,372 － 

単元未満株式 普通株式 11,800 － － 

発行済株式総数   24,038,400 － － 

総株主の議決権   － 223,372 － 
 

        平成27年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 

株式数（株） 

他人名義所有 

株式数（株） 

所有株式数の 

合計（株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

株式会社メガチップス 
大阪市淀川区宮原

一丁目１番１号 
1,689,400 － 1,689,400 7.03 

計 － 1,689,400 － 1,689,400 7.03 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 13,182,156 10,343,712 

    受取手形及び売掛金 17,046,826 16,606,400 

    商品及び製品 2,087,683 2,020,774 

    仕掛品 2,707,564 2,810,988 

    原材料及び貯蔵品 671,070 1,030,596 

    繰延税金資産 2,054,508 2,044,072 

    その他 1,281,288 1,095,730 

    貸倒引当金 △132,297 △4,818 

    流動資産合計 38,898,799 35,947,456 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物 3,942,161 3,937,834 

        減価償却累計額 △2,916,510 △2,957,676 

        建物（純額） 1,025,651 980,157 

      その他 7,794,375 8,170,344 

        減価償却累計額 △6,611,714 △6,685,403 

        その他（純額） 1,182,660 1,484,941 

      有形固定資産合計 2,208,311 2,465,098 

    無形固定資産     

      のれん 19,498,248 18,774,443 

      技術資産 6,979,823 6,647,728 

      その他 1,784,269 2,235,100 

      無形固定資産合計 28,262,342 27,657,272 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 1,808,949 1,556,495 

      長期前払費用 3,516,785 3,242,739 

      繰延税金資産 1,608,390 1,638,484 

      その他 1,527,201 1,378,096 

      貸倒引当金 － △11,508 

      投資その他の資産合計 8,461,326 7,804,308 

    固定資産合計 38,931,980 37,926,679 

  資産合計 77,830,780 73,874,135 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 5,201,778 6,249,720 

    短期借入金 11,701,700 11,899,600 

    1年内返済予定の長期借入金 3,416,670 2,000,000 

    未払法人税等 253,972 934,884 

    賞与引当金 691,459 502,423 

    工事損失引当金 291,442 31,544 

    その他の引当金 － 49,498 

    繰延税金負債 304,465 153,712 

    その他 7,321,424 2,944,324 

    流動負債合計 29,182,912 24,765,707 

  固定負債     

    長期借入金 12,000,000 14,000,000 

    繰延税金負債 2,873,912 2,727,369 

    その他 1,418,615 1,059,606 

    固定負債合計 16,292,527 17,786,976 

  負債合計 45,475,440 42,552,683 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 4,840,313 4,840,313 

    資本剰余金 6,181,300 6,181,300 

    利益剰余金 21,754,605 20,627,733 

    自己株式 △2,318,962 △2,318,962 

    株主資本合計 30,457,256 29,330,384 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 △75,807 △368,597 

    為替換算調整勘定 1,758,447 2,190,093 

    その他の包括利益累計額合計 1,682,640 1,821,496 

  非支配株主持分 215,442 169,570 

  純資産合計 32,355,339 31,321,451 

負債純資産合計 77,830,780 73,874,135 
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 30,492,135 28,781,193 

売上原価 22,290,548 20,129,970 

売上総利益 8,201,587 8,651,222 

販売費及び一般管理費 ※1  6,414,738 ※1  8,551,051 

営業利益 1,786,848 100,170 

営業外収益     

  受取利息 3,624 4,644 

  受取配当金 475 － 

  投資事業組合運用益 7,424 18,160 

  未払配当金除斥益 4,297 3,698 

  為替差益 － 315,832 

  雑収入 14,669 5,873 

  営業外収益合計 30,491 348,209 

営業外費用     

  支払利息 17,243 78,462 

  借入手数料 327 － 

  為替差損 382,889 － 

  雑損失 10,827 22,033 

  営業外費用合計 411,288 100,495 

経常利益 1,406,052 347,884 

特別利益     

  固定資産売却益 509 － 

  投資有価証券売却益 － 59,647 

  特別利益合計 509 59,647 

特別損失     

  固定資産除却損 3,231 33,294 

  投資有価証券評価損 17,402 － 

  特別損失合計 20,633 33,294 

税金等調整前四半期純利益 1,385,927 374,236 

法人税等 711,495 796,377 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 674,432 △422,140 

（内訳）     

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△） 

674,432 △367,007 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △55,133 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 153,612 △292,789 

  為替換算調整勘定 202,663 440,907 

  その他の包括利益合計 356,275 148,117 

四半期包括利益 1,030,708 △274,023 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 1,030,708 △228,151 

  非支配株主に係る四半期包括利益 － △45,871 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前四半期純利益 1,385,927 374,236 

  減価償却費 320,529 1,051,506 

  のれん償却額 14,410 1,006,435 

  長期前払費用償却額 529,685 562,139 

  賞与引当金の増減額（△は減少） △31,773 △189,036 

  工事損失引当金の増減額（△は減少） △153,076 △259,897 

  受取利息及び受取配当金 △4,099 △4,644 

  支払利息 17,243 78,462 

  投資有価証券売却損益（△は益） － △59,647 

  投資有価証券評価損益（△は益） 17,402 － 

  売上債権の増減額（△は増加） △3,220,574 316,524 

  たな卸資産の増減額（△は増加） 452,936 △399,923 

  仕入債務の増減額（△は減少） 4,027,180 1,199,295 

  その他の資産の増減額（△は増加） 424,666 248,395 

  その他の負債の増減額（△は減少） △17,237 △3,281,262 

  その他 5,501 77,859 

  小計 3,768,724 720,444 

  利息及び配当金の受取額 4,406 4,721 

  利息の支払額 △17,726 △71,116 

  法人税等の還付額 285,732 703 

  法人税等の支払額 △162,612 △494,480 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 3,878,524 160,272 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の預入による支出 △108,030 － 

  定期預金の払戻による収入 － 36,403 

  有形固定資産の取得による支出 △316,247 △554,417 

  無形固定資産の取得による支出 △206,705 △886,228 

  投資有価証券の売却による収入 － 65,517 

  長期前払費用の取得による支出 △708,806 △1,164,555 

  貸付けによる支出 △11,101 △14,926 

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 

△106,737 － 

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入 

86,622 － 

  事業譲受による支出 △1,039,775 － 

  その他 △286,043 △516,922 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △2,696,824 △3,035,130 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） 4,000,000 200,000 

  長期借入れによる収入 － 3,000,000 

  長期借入金の返済による支出 △1,416,666 △2,416,670 

  自己株式の取得による支出 △1,262,987 － 

  配当金の支払額 △789,688 △756,811 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 530,657 26,518 

現金及び現金同等物に係る換算差額 165,526 54,533 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,877,884 △2,793,804 

現金及び現金同等物の期首残高 10,440,669 13,028,308 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  12,318,553 ※1  10,234,503 
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【注記事項】 

(会計方針の変更) 

(企業結合に関する会計基準等の適用) 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。 

なお、これによる損益に与える影響はありません。 

  

(たな卸資産の評価方法の変更) 

当社における、たな卸資産（仕掛品を除く）の評価方法は、従来、主として総平均法又は先入先出法による原

価法を採用しておりましたが、新基幹システムの導入を機に、より適切な評価額の算定、業務の効率化等の観点

から評価方法の見直しを行った結果、第１四半期連結会計期間より、主として移動平均法又は先入先出法による

原価法に変更しております。 

なお、当該変更による影響額は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

(税金費用の計算) 

税金費用については、連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

(追加情報) 

(レチクル製造費用の固定資産計上) 

レチクル（ＬＳＩ製造装置に用いられるＬＳＩ回路のガラスマスク原版）の製造費用について、従来、研究開

発活動の一環として研究開発費（受託研究開発の場合は売上原価）として計上しておりましたが、研究開発活動

としての利用以上にＬＳＩ製造活動としてのレチクル使用の重要性が高まってまいりました。 

また、昨今のＡＳＳＰビジネスの展開に伴い多数のＬＳＩの製品化が進んだこと、ＬＳＩの微細化に伴うレチ

クル製造費用の高騰という事業環境の変化、レチクル開発の設計精度向上による開発仕損じの低減に伴い、その

製造・取得に要する対価はＬＳＩの量産活動に対応する製造原価としての性質を有することが明らかとなりまし

た。 

以上のことから、当第２四半期連結会計期間より、レチクルの製造・取得に要する対価は、これを有形固定資

産の「その他」に計上したうえで、償却計算を通じて製造原価へ配賦することといたしました。 

上記の会計処理により、当第２四半期連結累計期間において、売上総利益が373,966千円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益が407,922千円増加する結果となっております。また、セグメント情報へ与

える影響については、当社は単一の事業セグメントのため記載を省略しております。 
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(四半期連結損益及び包括利益計算書関係) 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。 

  

 

    （単位：千円）

  
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

給料 893,507 1,371,249 

賞与引当金繰入額 249,843 207,131 

役員賞与引当金繰入額 62,502 49,498 

退職給付費用 48,045 75,445 

研究開発費 3,310,503 3,054,128 

貸倒引当金繰入額 203 4,200 

のれん償却額 14,410 1,006,435 
 

    （単位：千円）

  
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

現金及び預金勘定 12,462,593 10,343,712 

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △144,040 △109,209 

現金及び現金同等物 12,318,553 10,234,503 
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(株主資本等関係) 

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

１．配当に関する事項 

配当金支払額 

  

２．株主資本の金額の著しい変動 

当社は、平成26年５月13日付の会社法第370条（取締役会の決議に代わる書面決議）による自己株式（当社普通

株式）取得の決議により、平成26年５月14日から平成26年６月３日までの間に、自己株式1,000,000株を取得いた

しました。これにより、自己株式が1,262,987千円増加しております。 

  
当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日） 

１．配当に関する事項 

配当金支払額 

  

２．株主資本の金額の著しい変動 

該当事項はありません。 

 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年５月９日 

取締役会 
普通株式 793,864 34 平成26年３月31日 平成26年５月30日 利益剰余金 

 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年５月13日 

取締役会 
普通株式 759,864 34 平成27年３月31日 平成27年６月３日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当社グループは、単一の事業セグメントであるため、記載を省略しております。 

(金融商品関係) 

金融商品の当第２四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と

時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

(有価証券関係) 

前連結会計年度末（平成27年３月31日） 

その他有価証券 

(注)１．上記には、投資事業組合の構成資産に係るその他有価証券で時価のあるものが含まれております。 

２．減損処理にあたっては、期末における時価が50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度

下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

っております。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成27年９月30日） 

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっております。 

(注)１．上記には、投資事業組合の構成資産に係るその他有価証券で時価のあるものが含まれております。 

２．減損処理にあたっては、期末における時価が50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度

下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

っております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要なものではないため、記載を省略しております。 

区分 取得原価(千円) 
連結貸借対照表 

計上額(千円) 
差額(千円) 

株式 1,749,906 1,709,333 △40,573 

合計 1,749,906 1,709,333 △40,573 
 

区分 取得原価(千円) 
四半期連結貸借対照表 

計上額(千円) 
差額(千円) 

株式 1,824,918 1,465,870 △359,048 

合計 1,824,918 1,465,870 △359,048 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 

  
前第２四半期連結累計期間 

（自 平成26年４月１日 

至 平成26年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 

（自 平成27年４月１日 

至 平成27年９月30日） 

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期

純損失（△）（円） 
29.80 △16.42 

（算定上の基礎）     
 親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会

社株主に帰属する四半期純損失（△） 

（千円） 

674,432 △367,007 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期 

純利益又は親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）（千円） 

674,432 △367,007 

 普通株式の期中平均株式数（株） 22,635,156 22,348,950 
 

― 18 ―



２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成27年11月11日

株式会社メガチップス 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メガチ

ップスの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日か

ら平成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メガチップス及び連結子会社の平成27年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  有限責任 あずさ監査法人 
 

  指定有限責任社員 

業務執行社員 

公認会計士 和田 安弘  印 

 

  指定有限責任社員 

業務執行社員 

公認会計士 安田 智則  印 

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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